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○ 病床機能報告制度（平成26年度～）
医療機関が、その有する病床において担っている医療機能の現状と今後の方向を選択し、病棟単位で、

都道府県に報告する制度を設け、医療機関の自主的な取組を進める。
→ 現在、厚労省において、都道府県へ提供するデータの最終とりまとめ中。

○ 地域医療構想（ビジョン）の策定（平成27年度～）
都道府県は、地域の医療需要の将来推計や報告された情報等を活用して、構想区域ごとの各医療機能の

将来の必要量を含め、その地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化と連携を適切に推進するため
の地域医療のビジョンを策定。医療計画に新たに盛り込み、更なる機能分化を推進。
国は、都道府県における地域医療構想（ビジョン）策定のためのガイドラインを策定（平成27年3月31日）。

医療機能の報告等を活用し、地域医療構想
（ビジョン）を策定し、更なる機能分化を推進

地域医療構想（ビジョン）の内容

平成37（2025）年を念頭に、
（１）構想区域（２次医療圏を基本）の設定
（２）医療需要を病床機能（４機能）ごとに推計
（３）医療需要に対する医療供給（医療提供体制）を検討

し、病床機能ごとに必要病床数を推計
（４）あるべき医療提供体制を実現するための施策（病床

機能分化など）を検討（地域医療介護総合確保基金
の活用など）
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１ 地域医療構想（ビジョン）の策定
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２ 地域医療構想策定の８つのプロセス

１ 策定を行う体制の整備 ○医療審議会、市町村、保険者協議会の意見を聴く（法30条の4⑬⑭）
○地域医療構想調整会議は、策定段階から設置を検討
→ 佐賀県地域医療構想調整会議（親会議・分科会）を設置

２ データの収集・分析・共有 ○厚労省が一元的に整備して都道府県に提供（技術的支援）
○都道府県は関係者と共有、協議・協力し所要の整備

３ 構想区域の設定 ○現行の２次医療圏を原則としつつ、人口規模、受療動向、基幹病院のア
クセス時間の変化など将来における要素を勘案して検討。

４ 医療需要の推計 ○構想区域ごとの基礎データを厚労省が示し、都道府県が推計
○４機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）ごとに推計

５ 医療需要に対する医療供給
（医療提供体制）の検討

○「現在の医療提供体制が変わらないと仮定した推定供給数」から、関係
する都道府県や県内医療関係者との間で調整し、「将来のあるべき医療
提供体制を踏まえた推定供給数」を確定

６ 医療需要に対する医療供給
を踏まえた必要病床数の推計

○「将来のあるべき推定供給数」を病床稼働率で除した数＝必要病床数

７ 構想区域の確認 ○構想区域の妥当性の確認

８ 平成37（2025）年のあるべき
医療提供体制を実現するため
の施策を検討

○「必要病床数」と「病床機能報告制度による集計数」との比較
○地域医療構想調整会議における協議、医療機関の自主的な取組
○病床の機能の分化及び連携の推進
○在宅医療の充実
○医療従事者の確保・要請

地域医療介護総合確保基金
の有効活用など



３ ガイドラインの概要①

１ 地域医療構想の策定を行う体制の整備
○ 医療審議会、市町村、保険者協議会の意見を聴く（法30条の4⑬⑭）
○ 策定後を見据えて地域医療構想調整会議（法30条の14）を設置、構想区域の意見をまとめることが適当。
○ 在宅医療の課題や目指すべき姿については、市町村介護保険事業計画との整合性に留意する必要があり、策定段階から

市町村の意見を聴取することが必要。

２ 地域医療構想の策定及び実現に必要なデータの収集、分析及び共有
○ 基礎となるデータは、厚生労働省において一元的に整備して県へ提供（技術的支援）。

県は、関係者と共有、協議・協力により所要の整備。

【必要なデータ】
・ 推計の前提となる現状の入院受療に関する基礎データ
・ 平成37（2025）年における二次医療圏別の人口推計 ※国立社会保障・人口問題研究所による中位推計
・ 病床機能報告制度に基づく医療提供体制の状況
・ 病床の機能区分ごとの医療需要に対する医療供給（医療提供体制）の状況
・ 疾病別の医療需要に対する医療供給（医療提供体制）の状況
・ 疾病別のアクセスマップと人口カバー率
・ 介護保険関係の整備状況
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３ 構想区域の設定
○ 構想想区域は、現行の二次医療圏を原則。将来（2025 年）における①人口規模、②患者の受療動向、③疾病構造の変化、

④基幹病院へのアクセス時間等の要素を勘案して検討。
○ 病床の機能区分との関係では、急性期、回復期、慢性期については、できるだけ構想区域内で対応することが望ましい。
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３ ガイドラインの概要②

４ 構想区域ごとの医療需要の推計

（１）高度急性期機能、急性期機能、回復期機能の需要推計の考え方
○ 一般病床の患者（回復期リハビリテーション病棟入院料、療養病棟入院基本料などを算定した患者を除く）のNDPのレセプ

トデータ、DPCデータを分析。
○ 医療資源投入量（患者に対して行われた診療行為を診療報酬の出来高点数で換算）から、病床の機能区分ごとに、

患者延べ数、性・年齢階級別入院受療率を求め、平成37（2015）年の医療需要を推計。
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３ ガイドラインの概要③

（２）地域の実情に応じた慢性期機能と在宅医療等の需要推計の考え方
○ 療養病床については、診療報酬が包括算定であるため、一般病床のように医療行為を医療資源投入量に基づく分析を行う

ことが難しく、地域によって在宅医療の充実状況や介護施設の整備状況なども異なる。このため、以下のとおり見込む。
① 一般病床の障害者数・難病患者数は、慢性期機能の医療需要として推計
② 療養病床の入院患者数のうち、

・ 医療区分１の患者数の７０％を在宅医療等で対応する患者数と推計。
・ その他の入院患者数については、入院受療率の地域差を解消していくことで、慢性期機能及び在宅医療等の医療需要
として推計（パターンAとBの範囲内で定めるが、特例あり）。

③ 一般病床のC3入院患者数のうち、医療資源投入量が175点未満の患者数については、在宅医療等で対応する患者数の
医療需要として推計するが、慢性期機能と在宅医療等の医療需要については一体的に推計。

④ 訪問診療を受けている患者は、在宅医療等の医療需要として推計。
⑤ 介護老人保健施設の入所者数は、在宅医療等の医療需要として推計。



３ ガイドラインの概要④
（２）地域の実情に応じた慢性期機能と在宅医療等の需要推計の考え方（続）

療養病床の入院受療率の地域差解消

≪特例≫ ①２次医療圏の慢性期減少率が全国中央値（34％）より大
②高齢者単身世帯の割合が、全国平均より大きい

≪原則≫ ＡとＢの範囲内で決定

構想策定後、必要量の達成が「特別の事情」によ
り著しく困難となった場合には、都道府県は厚生
労働大臣が認める方法により、入院受療率の目
標を変更することができる。
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３ ガイドラインの概要⑤

５ 医療需要に対する医療提供体制の検討

○ 都道府県は、構想区域ごとの医療需要を基に必要病床数を推計するが、都道府県間を含む構想区域間の
医療提供体制を役割分担を踏まえ、医療需要に対する供給数（構想区域内の医療機関が入院医療を行う患
者数）の増減を見込む。

６ 医療需要に対する医療供給を踏まえた病床の必要量（必要病床数）の推計

○ 構想区域間の増減を調整した推定供給数 ÷ 病床稼働率 ＝ 必要病床数

2025年における
医療需要 ①

2025年における医療供給（医療提供体制）

現在の医療提供体制が変わ
らないと仮定した場合の他
の構想区域に所在する医療
機関により供給される量を
増減したもの ②

将来のあるべき医療提供体
制を踏まえ他の構想区域に
所在する医療機関により供給
される量を増減したもの ③

病床の必要量（必要病床数）

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

７ 構想区域の確認

○ 構想区域の妥当性について確認。

※脳卒中、心筋梗塞等の主な疾病についても同様の表を作成



３ ガイドラインの概要⑥

【病床の機能分化・連携】

１ 病床の機能の分化

○ クリティカルパスの活用による、病床機能に

応じた入院医療の標準化・効率化のための体

制整備・研修

○ 病床機能に応じた臨床指標を用いた医療の

質の評価・向上の支援

○ 病床機能の変更のための財政的・技術的支

援

○ キャリアパスとして異なる病床機能の病棟、

在宅医療で働くことを意識した研修、教育の支

援

２ 病床の機能の連携

○ 地域連携パスの作成・活用のための体制整

備・連携の支援

○ 救急外来から患者の病状に応じた他の医療

機関への紹介入院等の地域連携

○ 在宅医療から地域包括ケア病棟を持つ医療

機関等への緊急連絡・搬送体制の整備・支援

○ 退院支援、在宅復帰支援のため多職種連

携、人事交流の支援

８ 将来のあるべき医療提供体制を実現するための施策の検討

○ 必要病床数と病床機能報告制度による集計数との比較

【在宅医療の充実】

１ 退院支援
○ 医療機関等：退院時カンファレンスへの参加、退
院調整担当者との定例会議の開催等

○ 行政：退院元の医療機関等と在宅医療・介護の
医療機関・事業所との情報交換の場の設定

２ 日常の療養生活の支援
○ 医療機関等：在宅医不在時の代診等の支援体制
の構築、医療依存度の高い患者や小児等への対
応力向上の研修等

○ 行政：在宅医療の課題等の解決をめざした関係
者による「在宅医療推進協議会」の設置・運営

３ 急変時の対応
○ 医療機関等：診療所のグループ化や診療所と訪
問看護事業所との連携、後方病床確保のため、か
かりつけ医を通して入院を希望する病院などの情
報の事前登録システムの構築等、

○ 行政：24時間体制構築のためのコーディネート・
支援

４ 看取り
○ 患者や家族に対しての在宅医療や在宅介護、看
取りに関する適切な情報提供

○ 医療用麻薬の品目・規格統一に係る地域協議会
の開催等

【医療従事者の確保】

○ 地域医療支援センター、医療勤務
環境改善支援センター等による医療
機関の勤務環境の改善、チーム医療
の推進、看護職員の確保・定着・離
職防止、ワークライフバランスの確立
に向けた取組

○ チーム医療の推進とそのための
専門人材の確保。医師、歯科医師、
薬剤師、看護職員、リハビリテーショ
ン関連職種、医療ソーシャルワー
カー等の専門職の人材確保の取組

○ 医師・看護職員等の確保が困難な
市町村に対して、地域医療支援セン
ター、都道府県ナースセンターなどに
よる支援

○ 今後、各医療機能に応じた医療従
事者の確保のために、地域における
医療従事者の確保目標等の設定
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課題分析・施策の検討、地域医療介護総合確保基金の有効活用など


